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はじめに
　第一次世界大戦後における「大正デモクラシー」の高揚は，「特殊児童」の教育を発展さ
せる重要な契機となった。その端的な現れが，（a）盲唖教育令制定運動の高揚を背景とする
「盲学校及聾唖学校令」の成立であり，（b）東京・大阪・京都等の大都市を中心とする全国
的規模での「劣等児・低能児」特別学級の設置・普及であった。それらの「特殊児童」の
教育振興を政策側から行政的に推進したのが，当時「盲唖教育及特殊教育」を管掌事項と
していた文部省普通学務局第四課（＝社会教育課）であった。筆者の目下の研究関心は，
この文部省社会教育課による広義の特殊教育振興策の成立・展開とそれを支えた文部行政
官（乗杉嘉寿，川本宇之介，青木誠四郎ら）の特殊教育観の検討を通して，大正デモクラ
長崎大学教育学部教育学教室
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シーと特殊教育の関係，すなわち，特殊教育における「民主主義的傾向」ω「国家的価値に
対する非国家的価値の自立化の傾向」ωの生成・発展とそれを担っていった主体の形成過程
を解明していくことにある。このような課題意識に立って，筆者は，これまでに主に前記
の（b）に関わって研究作業を進め，その成果をいくつか発表してきた（3）。本研究は，その一連
の作業において残されている（a）の課題，すなわち，大正デモクラシーという民主主義運動
が，盲人・聾唖者とその関係者にどう影響し，その要求運動との対抗・緊張関係の中で文
部省社会教育課をはじめとする政策側がどういう選択をせまられ，対応していったのかと
いう課題を，「盲学校及聾唖学校令」の制定過程の分析を通して一定の解明を試みようとす
るものである。
　ところで，本研究が対象とする「盲学校及聾唖学校令」（以下「盲聾学校令」と略記）の
成立過程に関する研究には，当時の運動の担い手たちが「帝国盲教育」誌上に「盲聾学校
令」制定運動の経過を克明に記録し残していることをはじめとして，障害児教育史研究に
おいて比較的多くの蓄積がある。その先鞭をつけたのが，「平坪学校令」草案作成者の川本
宇之介であり，戦前・戦後を通じて一連の研究（記録・回想）がある（4）。その後に展開され
る主な研究には，荒川勇（5），加藤i康昭（6），中野下達（7），山田明（8），岡本稲丸（9）ら諸氏の研究が
あり，「盲聾学校令」制定運動の経過と公布された勅令及びその関連規程の特徴等の分析
が，比較的詳細におこなわれている。そして，これらの先行研究によって「盲聾学校令」
に関する研究は今日ほとんど研究の余地を残していないかのような印象をいだかせている。
しかしながら，「盲聾学校令」の成立を歴史的にどう評価するのかという観点から，これら
一連の先行研究をみる時，そこには一定の評価の相違が存在し，確定的でないことがわか
る。その評価の主流をなしているのは，「盲聾学校令」は，様々な不十分さを残しながら
も，基本的には「1906年以来十数年にわたる運動の要求をほぼ取り入れ」（10）た運動側の成果
であり，その後の二二教育の発展にとって画期的意義をもつという肯定的評価である。そ
れに対して，岡本氏は，その肯定的側面を評価しつつも，「しかしその（＝「盲聾学校令」）
第一条に国民道徳の洒養がうたわれているように，全国各地でようやく成果をあげはじめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
たこの教育を，当時いよいよ進められつつあった国家主義の体制に組み込むことをも意味
していた」（11）（傍点筆者）と否定的側面の存在を指摘した。岡本氏は，この指摘以上の言及
はされていないが，「盲聾学校令」成立の歴史的評価をめぐって重要な研究課題を提：出して
いるように思われる。すなわち，「盲撃学校令」は，運動側の教育要求をどこまで取り入れ
ているのか，逆に，政策側は体制の維持・強化の意図をどの段階でどう貫徹させていった
のか，総じて運動と政策の力動的過程の分析がいまだ不十分であることを提起しているよ
うに思われる。結局，そのような評価の相違が生起する所以は，「盲壁学校令」の立案・審
議・可決成立の経緯がほとんど解明されてこなかったことに由来しているように思われる。
　そこで，本研究では，その点に留意して，まず第1章において，明治末～大正初期のい
わゆる第一次盲唖教育令制定運動について概観し，次に，第一次世界大戦後における盲唖
教育令制定運動の高揚とその教育要求の特徴を重点的に解明していく。そして，第2章で
は，運動側との対抗・緊張関係の中で，普通学務局第四課（＝社会教育課）を中心とする
文部前側が，本格的に着手・立案していく「盲聾学校令」の草案から勅令として発布に至
るまでの過程を具体的に検討していくことにする。
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第1章　盲唖教育令制定運動の成立・展開とその教育要求
　　第1節　明治末～大正初期の第一次盲唖教育令制定運動
　盲唖教育令制定の胎動は，1900（M．33）年2月に京都市立盲唖院が京都府選出の野尻岩次
郎（他6名）を通じて帝国議会衆議院に提出した「盲唖教育二関スル建議」にみることが
できる（12）。しかし，運動の本格的展開の契機となったのは，日露戦争後の1906（M．39）年10
月凱旋記念五二共進会の開会を機として開催された全国聾唖教育大会（10．13～14）であっ
た。この大会中に開かれた聾唖教育講演会に講演者として参加していた当時の盲唖教育界
を代表する三校長，すなわち，古河太四郎（私立大阪盲唖院長），鳥居嘉三郎（京都市立盲
唖院長），小西信八（東京盲唖学校長）が，親睦・相談の末，文部大臣を訪問し盲唖教育令
制定の必要を陳情した。その結果文相の賛意が得られたため，あらためて協議し10月23日
付をもって三校長連名で文相牧野伸顕に「盲人学校並二聾唖学校設置準則ノ件」を建議し
た。その建議は（13），「学校編制」「学科程度」「校舎及教具」「職員資格」「盲人保護法案其他
教育上二関スル件」の5つの柱から構成された詳細なもので，「その後の全国盲唖教育界の
諸建議に大きな影響を与えた」（14）とされている。しかし，米騒動（1918．8）以前の時期に
開催された第一回（1907．5）～第六回（1917．7）の各全国盲唖教育大会（但し，第一一・
二回の名称は日本盲唖学校教員会）は，毎回盲唖教育令の制定を要求・建議したが，結局
実効ある具体的成果は得られなかった。とはいえ，運動は，その間に少なくとも2回ほど
盲唖教育令発布の気運を醸成した。
　第一の気運は，前述の三校長の建議が契機となったもので，1907（M．40）～1909（M．42）
年に存在した。すなわち文部省は1907年に調査を開始し（15），翌1908年には盲唖教育令の起
草を終了した。しかし，1909年2月，①地方費負担の増大，②教育効果に対する疑問など
を理由として見合わせることとなった（16）。
　第二の気運は，1911（M．44）年10月，文部省に特殊教育調査会が設置されたことに始ま
る（17）。この調査会の設置は，1911年7月開催の第三回全国盲唖教育大会で，「盲唖教育令の
発布」「盲唖教育を義務教育とすること」と共に議決された「盲唖教育調査会を文部省に設
置」せよ，という建議を承けたものと考えられる（18）。そして，同年には，盲唖教育令の起
案に着手し，「盲唖教育に関する取調事項17ケ条」「盲唖教育令15ケ条」「盲唖教育令施行規
則6章23条」からなる草案が作成されたという（19）。さらに，1912年には，調査会とは別個
に普通学務局（局長・田所美治）が全国盲唖学校調査をおこなうなど（20），該教育令発布の
下準備がすすめられていった。そして，1913（T．2）年3月号は，盲唖教育令案が脱稿さ
れ，4月に発表と報じられるまでに至った（2nが，結局立ち消えになっていった。
　これら一連の盲唖教育令制定の動きは，今日その事実確認が十分なしえないため，具体
的内容についてほとんどわかっていない。しかしながら，1915（T．4）年6月，「教育之実
際」（第9巻第8号）という教育雑誌が，巻頭で「盲唖教育令を制定すべし」と主張し，具
体的な提案をしていることは，当時，盲唖教育令がどう構想されていたのかを知る上でひ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
とつの手がかりを与えてくれている。その主張は，盲唖教育の不振を「国家教育のために
遺憾に堪へざるところなり」（傍点筆者）とした上で，「先づ我が文部省に対して，盲唖教
育令の制定を要望し，該法令の公布に依り，各府県に続々公立盲唖学校の設置せられんこ
とを希望するものなり」（傍点筆者）と述べ，具体的に盲唖教育令の内容を次のように提案
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している。
　「一．北海道及び各府県に其の負担を以て各一個以上の盲唖学校を設置せしむること。
　　一．特別の事情あるときは私立の盲唖学校を以て前項の学校に代用することを得るこ
　　　　と。
　　一．郡・市町村・市町村組合及び私人も盲唖学校を設置するを得ること。
　　一．盲唖学校の修業年限・学科課程・編制・正教員資格其の他必要なる規定は文部大
　　　　臣之を定むること。
　　一．盲唖学校は他の学校に附設するを得ることとし其の設備は小学校の例に依ること。」
　この提案は，公立盲唖学校の設置（＝盲唖学校の設置義務）を前面に打ち出しているが，
①盲と聾唖の分離が未だ不明確なこと，②就学義務には一切ふれられていないこと，③私
立盲唖学校の代用を是認していること，など盲聾教育の義務教育化にとって重要な点が抜
け落ちている。このことは，逆に運動学が，一般の教育ジャーナリズムに注目されうるよ
うな盲唖教育令構想を持ちえていなかったことの反映でもある。なお，この提案では，小
西信八が明治30年代から主張してきた盲唖学校（学級）の小学校附設論が影響力を残して
おり，一般児童と盲・聾唖児童の共学（統合）の可能性がありえた点は注目される（22）。
　　第2節　第一次世界大戦後における第二次盲唖教育令制定運動の高揚とその教育要求
　　　（1）帝国議会への請願運動とその教育要求
　第二次盲唖教育令制定運動は，ロシア革命の勝利（1917．11），米騒動（1918．8）そして
第一次世界大戦の終結（1918．11）という激動の内外情勢と連動した「デモクラシー」要求
運動（普選運動，労働者・農民等の民衆運動）の高揚を背景として，1917～1918年頃から
再び活発化し，1922年にそのピークをむかえる。今そのことを『大日本帝国議会録』を手
がかりにして，運動側の帝国議会への請願等の提出状況でみてみよう。（表1参照）
　この表1から特徴的なことは，まず第一に，1918年頃から地方を中心に盲唖教育令発布
を求める動きが強まりはじめ，表1一⑤に典型的にみられるように1919年には公立盲唖学
校設置の要求が全国的に広がっていることである。その背景には第一次世界大戦による成
金現象の対極としての窮乏化があり，地方の小規模私立盲唖学校が経営危機に落ち入った
ことがうかがえる。第二は，1921年から請願運動が衆・貴両院に幅を拡げると同時に，請
願署名の人数が四桁という飛躍的な増大をみせていることである。それは，明らかに運動
の組織化がはかられたことを意味している。その背景には，言うまでもなく1920年11月の
第7回全国盲唖教育大会で発足した「盲唖教育令発布期成会」（以下「期成会」と略記）と
いう運動体の中核組織の成立があった。第三は，表1一⑧⑪⑭⑯にみられるように盲人が
きわめて積極的に独自運動を展開していることである。そのことは，前述の「期成会」の
運動が手ぬるいとして1922年4月の帝国盲教育会臨時総会で，「期成会」を側面援助する「盲
唖教育令発布促進会」（以下「促進会」と略記）を発足させたことにもみることができる。
つまり，第二次盲唖教育令制定運動のイニシアチブは盲人が握っていたことがうかがえる。
第四に，これら一連の請願の趣旨に共通する教育要求は，「速に盲唖教育令を発布し，各府
県をして該教育機関を設置せしめられたし」「全国各府県に公立盲唖学校を設置して普通児
童と同様に教育の普及を計られたし」（23）という表現に集約的に示されているように，各府
県による学校設置義務（＝盲唖学校の公立化）にあったということである。
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　　　（2）聾唖者・盲人団体の動きとその教育要求
①聾唖者団体の場合
　聾唖者団体の組織化は，前述した1906（M．39）年の全国聾唖教育大会を契機として，相互
の交流が深まり，1912年には東京・京都に各聾唖倶楽部が発足した。そして，1915（T．4）
年11月には，大阪のグループを加えて，日本聾唖協会が設立され，機関誌「聾唖界」の発
行とともに，以後各地に地方部会が設立されていった。その組織化の拡大を簡単にみてみ
ると，1916年に東京・京都・大阪の各部会発足，1919年置中京部会（後の名古屋部会），1920
年に広島・福岡両部会，1921年に呉・神戸・長岡の各部会，1922年に和歌山・長崎両部会，
1923年8月に下関部会，という具合に「盲聾学校令」が発布されるまでに12部会が全国主
要都市に設立され，組織の量的拡大がはかられていった（24）。また，その全国総会の開催状
況をみてみると「盲聾学校令」発布までに，第一回（1915．11），第二回（1916．4），第三
回（1920．4），第四回（1922．4）の計4回が開催されている。そして，1918年頃から機関
誌「聾唖界」に民本主義の影響が現れ始める。例えば，「聾唖界．」の編輯者・藤本敏文は，
論文「民本思想と聾唖教育」（第18号　1918．7）の中で，「今や民本思想満々として禰労
し，臆て此思想に化せられんとす。聾唖学舎り旧態を改めず量嵯嘆すべからずや」（p．5）
と述べた。また，盲聾唖界の重鎮・小西信八も「改造，改造，又改造，欧州大乱以来改造
の叫び俄に起り，高く四方に響き今や之を聞かざる所無きが如く，平坐をも壁かずんば止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママまざる勢を見る，何ぞそれ盛なるや，されば我聾界亦悠々閑々旧貫に安んずる能はず，須
く努めて世運に適応して文化の落伍者たるを免るべし」（25）と述べた。このように聾唖界の
中心的な担い手たちは，聾唖者が「旧態」「旧慣」を打ち破って新しい時代（＝民本主義と
改造の時代）に積極的に対応していくよう訴えていた。そういう時代状況を反映して，先
に見たように1920年前後に続々と地方部会が誕生していく。その誕生の中で注目されるの
は，1921年6月5日に発足した長岡部会である。その発会式と同時に開催された新潟県聾
唖大会では，壁頭に次のような宣言が提議され，満場の大拍手でそれが決議されたという。
　「宣　言
　我々聾唖者も国民の一人なり，故に国家に対して，教育の機会均等を要求するの権利あ
　りと認む」（26）
　この「宣言」は，言うまでもなく小西信八が，それまで随所で紹介してきた外国（＝米
国）での主張，例えば，「盲唖も国民なり。国民教育を受くる権利あり。国家は之を教育す
る義務あり」（27），あるいは「早天の下，同地の上に同居する聾児に対して常児の如く教育の
普及を図るは……決して慈善にあらず，聾児は完全の教育を要求する権利あり，決して哀
願に非らず」（28）という主張を模したものである。ただ，小西の場合，それはあくまで米国に
おける主張であって，「皇国と米国とは国風民俗を異にし呪事之に則る可らざるは勿論な
り」（29）という但し書きを慎重にも忘れなかった。その点，先の新潟の「宣言」は，小西の影
響を受けながらも，小西が慎重に用意している枠組を一歩超えて，日本の聾唖者として主
張され決議されている点で注目される。
　このように聾唖界には，下からの権利としての教育要求が一定の拡がりを見せはじめて
いた。しかし，日本聾唖協会の盲唖教育令発布への対応についてみると，盲唖教育令制定
要求運動が，全体としてピークに達する時期に開催された第四回総会（1922．4．5）は，
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「聾唖教育令発布の促進に努力する事」「聾唖教育令発布に関し代議士並輿論に憩ふる事」
を「決議」しているものの働，「聾唖教育令」発布のための顕著な活動はなく，全体として
次にみる盲人団体に比して不活発で，消極的であった。その背景には，日本聾唖協会とい
う全国組織はあっても，いまだ全国共通のコミュニケーション手段を十分持ち得ておらず，
要求はあっても，その要求を集約し統一化していく上で大きな制約があったことが考えら
れる。
　②盲人団体の場合
　L・方，盲人団体は，意気軒昂できわめて積極果敢な運動を展開し，当局から危険視され
るほどの動きを示した。その端的な例が，第七回全国盲人大会（1922．2．18～20）と全国
盲人文化大会（1922．3．27～28）であった。
　前者の第七回大会（於・東京神田三崎会館）は，第六回大会（1920．6．19～20）で結成
された「帝国盲人聯合団」が呼びかけたものであった（31）。その大会開催にあたりマスコミ
の注目を集めたのは，沢田正好，長島文太郎らを中心とする「足利盲人革新団」の去就で
あった。この盲人団体中の急先峰である「革新団」は，大会開催数：日前から足利で示威運
動を展開し，その余勢を駆って大会の前日（2．17）東京に乗り込んだ。すなわち，一行12
人（内4人は付き添い）は浅草駅に着くと同時に，「『点字投票を認めよ』『盲人にも義務教
育を授けよ』『足利盲人革新団』と大書した長慌を押し立ててプラットホームから」降り立
ち，自動車に分乗して市内を練り廻し，窓から次のような文面の宣伝ビラを散布した。
　「一．盲人にも義務教育を授けよ，吾等も亦忠良なる陛下の赤子である，国民中野教育
　　　　者の存する事は国家の恥辱ではないか，宜しく吾等盲人にも一般国民と等しく義
　　　　務教育を授けよ
　　一．盲人の点字投票を有効ならしめよ，吾等盲人も優良なる国民ではないか，若し然
　　　　らずんば寧ろ死を与へよ」
　そして，大会当日（2．18）には，沢田正好（但し，「都新聞」は長島文太郎と報じる）
が，議事の途中で，「日程を変更して是より大挙，文相，内相に直接談判せよ」と叫んで緊
急動議を提出し，議場内を騒然とさせた。しかし，採決の結果「百五十野選」対「十六名」
で否決された。このことが示すように，「革新団」には，当局に対する強い不信感と同時
に，「期成会」の運動の手ぬるさへの反発があった。急進的な「革新団」の動きは小数派で
あったとはいえ，盲人運動に強い刺激を与え，その主張と行動は後々の語り草となった。
結局，大会は，最終的に「革新団」のスローガンと同様「盲人教育令を速かに発布せられ
んことを文部大臣に建議すること」及び「点字投票の効力を認められんことを内務大臣に
建議すること」を決議し，それぞれ実行された。とくに，前者の教育令発布を求めた次の
ような「建議中の一句」は，当局者（＝文部省第四課社会教育調査室）をして，「何たる哀
調！何たる悲調！」（32）と言わしめるほど，強く迫るものがあった。
　「盲唖教育令に関しては十数年前より全国盲唖教育大会及び帝国盲教育会総会の都度教
　回に亘り盲唖教育令を速かに発布せられんことを懇願せり（中略）然るに今日に至るも
　猶発布せられず，遷延に遷延を重ぬる，藪に数年吾人懇望の情は其極に達し悲鳴将に尽
　きて狂せんとす。」（33）
　次に，その約1ケ月後に，関西盲人聯合団主催・大阪毎日新聞社後援で開催された「全
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国盲人文化大会」（1922．3．27～28　於・大阪中之島中央公会堂）についてみてみよう（34）。
　盲人文化運動について言えば，すでに1920年3月に著名な賀川豊彦らが加わって関西の
地に発足した「東亜盲人文化協会」（35）が活動を開始しているが，「盲人文化」を標榜した全
国的規模での大会ははじめてである。大会は，教育家，鍼灸・マッサージ等の営業者，音
楽家など「凡ゆる盲人特殊の職業を網羅した全国の盲人総動員の形」で開かれた。しかも，
「遠くは朝鮮方面，東は東京，新潟等，大阪の団体をのぞいても地方の各団体五十三，其
人数：二百名，之に大阪の三千名が加はって」開催されるという盲人史上かってない規模の
大会となった。（実際は1，500～2，000名規模）大会初日（3．27）の全国代表者会議に提出
された大会議案は，「五十余件」，その主な種類は次のとおりである。
　・盲人教育令及教育に関する件（6件）　・盲人保護に関する件・（7件）
　・点字投票に関する件　　　　　（7件）　・盲人営業に関する件（6件）
　・盲人選挙権に関する件　　　　（3件）　・其の他の雑題　　　　（6件）
　ここには，「盲人文化」なるものが，盲人の生活擁護，教育，政治等の諸要求の実現’と密
接な関連をもって標榜されていたことが示されている。また，議題の中には，「盲女子の中
性教育を廃して，妻母教育をすることなどという盲人女性の悲しい告白的議案」もあった
という。
　大会2日目（3．28）には，淡紅色のバラの花を胸にさした「千五百の来会者」を前にし
て，「大阪府社会課山本主事」が，「盲人も社会人の一員である。欧州大戦後社会の諸相は
急激な変転を見せ，従来忘れられた盲人団体の如き立派な社会群が新文化の為に活動する
機は到来した」と「開会の辞」を述べると「破れる様な拍手が，熱し切った感激と共に場
内に張る」という「盲人活動史の画期的光景」が現出した。しかも，当日「総盲人を代表
して演説」したのが女性であったこと，すなわち「花形女子大学英文科出身の斉藤ゆり子
女史」であったことも象徴的であった（36）。
　この盲人文化大会には，大正デモクラシー状況がピークに達する中で解き放たれようと
する盲人たちの姿があった。それは，質量こそ異なれ，同じ3月に被差別部落民が「水平
社宣言」（1922．3．3）を高らかに謳って人間としての解放への道を力強く踏み出した動き
に似ている。その盲人文化運動が，今後にめざす方向について，大会当日都合で出席でき
なかった教育学者の谷本富は，後に論文「盲人文化の創造」（「創造」第5巻第1号　1923
年1月）の中で，自らの考えを次のように展開した。要約すれば，谷本は，まず「文化と
は，人文の進歩で，それは，自然の征服と社会組織の改造と同情心の拡張とに由って出来
る」（傍点筆者）と規定し，盲人文化の創造は，ここに規定された文化の中身を盲人自身が
主体的に担っていくことだとした。その可能性と特徴について，谷本は，まず最初の「自
然の征服」では，視覚を欠くというハンディがあるため困難を伴うが，聴覚・触覚などの
代償機能の発達を有効に活用することによって可能性は未知数として残されていることを
指摘した。次に「盲人固有の文化」が求める「社会組織の改造」は，結局のところ「上下
の懸隔」という差別的なタテの関係を排して，「平等普遍」のヨコの関係を樹立せざるを得
ないこと，さらに，盲人では戦争になり得ず，よって戦争の起こり得ない社会となるとし
た。そして，三番目については，結局盲人本位であろうとすること自体が，同情心を拡張
して止まないとした。こうしてみると，谷本に代弁される「盲人文化の創造」は，大正デ
モクラシー状況のさらなる徹底を前提にしてはじめて開花していく性格のものであり，そ
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のような文化の創造の担い手を育成していく上でも，盲唖教育令発布による教育の普及・
発展は不可欠であった。
　　　（3）運動の先鋭化と盲唖教育令の制定
　こうした盲唖教育令制定運動が高揚する中で，前述の足利盲人革新団にみられるような
急進的な動きが一定の広がりを見せはじめてきた。全国盲人文化大会においても，「盲あ教
育令発布については，従来長い間の経験をもってすれば文部省にまかせておいては，到底
所期の目的は達せられない。われらはよろしく，好機をとらえて，天皇陛下に直奏しよう
ではないか」（37）という，当時としてはきわめて過激な提起が堂々と出されていた。その提案
は，結局否決されたとはいえ，省内でそれを「地方長官の内報によって知った」（38）という川
本宇之介は，驚愕し，盲唖教育令制定の決意をかためることとなった。と同時に，盲唖教
育不振の克服を自らの使命と自覚させる契機ともなった。
　そして，1922年6月におこなわれた内閣更迭（1922．6．12加藤友三郎内閣発足）によ
る文相・鎌田栄吉，文部次官・赤司鷹一郎，普通学務局長・山崎達之輔という布陣は，盲
唖教育令の制定にとってひとつの転機となり，制定に有利に作用した。川本は，省内にあっ
て着任早々の山崎局長（6．17就任）が献策を求めたのに応じて盲唖教育令発布の緊急性を
進言した。その進言の時期（6月下旬）は，「期成・促進会」の陳情と期せずしてほぼ一致
していた。すなわち，「期成・促進会」（＝運動内部の主流を占める穏健派）は，前述の第
7回全国盲人大会や全国盲人文化大会における一部盲人の先鋭化の動きをふまえ，1922年
6月29日，就任早々の山崎局長に，そして，翌7月9日には新任の鎌i田文相（在任期間
1922．6．12～1923．9．2）に直接面会し，談話要項「盲唖教育令を至急発布せられんこと
を乞ふ」を提出した（39）。その中で，「引数年前より屡々建議したるに係はらず今日まで御発
布なき為盲唖野並に之に同情ある者の思想が昨今益々険悪となれり」と指摘し，急進派の
動きをテコにして早期発布を当局に迫った。結局，盲唖教育令は，直接的には省内におけ
る川本の働きかけと「期成・促進会」の働きかけを受けての山崎局長の英断によって制定
の運びとなった。その制定の決定は，結局，盲唖界における「思想の険悪化」への譲歩で
あった。そのことは，「万時報」（1922．7．28付　3面）が，「不完全極まる盲唖教育　　盲
唖教育令制定か　　」という記事の中で，次のように述べていることからも裏づけられる。
「従来我国に於ける盲唖児教育は，頗る不完全にして，其の教育施設の大部分は慈善的行
為に委任せる結果，近年盲唖者中に一種の危険思想禰増するに至り，権利義務を主張し先
天的盲唖者と錐も，国家は適当なる教育的施設を為し，完全なる教育を授け，人間として
一個の人格を認む労しとの声盛んと為れり……（実際）……全国の約8割は全く私立に委
せる状況にして，欧米諸国に以て到底見る事能はざる不完全なるもの也。文部省は此点に
鑑み……盲唖教育令制定を急務なるを認め，……最近漸く其の成案を得るに至り……愈々，
盲唖教育令を制定」（傍点筆者）することになった，と。
　ところで，ここにいう「一種の危険思想の禰漫」とは，別の新聞の表現を借りれば，当
時「頗る旺盛」になってきた「盲唖教育は単なる慈善事業として取扱はるべきものに非ず
して義務教育と等しく権利義務の問題なりとする思潮」（40）を指していた。これらに共通す
る「危険思想」の中身とは，教育を権利義務の関係においてとらえること，にある。それ
は，換言すれば，前述の小西信八の主張に触発されつつも，日本の盲人・聾唖者自身が，
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天皇主権という皇国の基本枠を超えて，教育を国民の権利としてとらえ，その保障義務を
国家に要求する国民主権的発想のことであった。天皇の赤子論を媒介としつつも，そのよ
うな「近代的」な権利思想（＝教育の機会均等思想）の拡がりは，言うまでもなく，絶対
主義的天皇制の前近代的家族国家秩序，すなわち，「天皇」と「陛下の赤子」（＝臣民）と
いう権利義務関係を超越した温情的親子関係の秩序，に対する重大な挑戦を意味していた。
故に，盲唖教育令の制定は，下からの権利としての教育要求の拡がりと国体の擁護との矛
盾の激化による産物であったといえよう。
第2章　政府・文部省の盲唖教育振興策一「盲学校及聾唖学校令」の成立過程一
　では，前章で検討してきた盲唖教育令制定運動を受けて，「盲学校及聾唖学校令」は，具
体的にどのような経緯で成立していったのであろうか。その点を実証的に解明していく上
で手がかりとなる資料として，目下筆者が把握しているものに下記のものがある。
　①川本宇之介作成の草案（未見・不明，川本の著作・論文から推察）
　②1922．11．22付の「東京朝日新聞」に掲載された文部省案（全6条）→資料1参照
　③1922．11．26付の「東京朝日新聞」に掲載された「盲唖教育に関する制度要項」→資
　　料2参照
　④1922．12．8付の「東京朝日新聞」に掲載された，12．7の教育評議会で可決した文部
　　省諮詞案→資料3参照
　⑤1923．1．15付の「読売新聞」及び「中央新聞」に掲載された，1．13に法制局に廻付
　　された文部省勅令案「盲学校並聾唖学校令」（全11条）→資料4参照（「読売新聞」よ
　　り）
　⑥1923．6．16付の「東京朝日新聞」に掲載された，法制局の審査を終了して閣議に付
　　議された勅令案の要旨→資料5参照
　⑦1923．6．25に枢密院に下付（諮詞）された閣議決定案「盲学校及聾唖学校令」（全10
　　条）→資料6参照
　⑧枢密院で審査・修正の上可決され，勅令第375号として1923．8．27に公布，翌8．28
　　に官報第3324号に掲載された周知の「盲学校及聾唖学校令」（全10条）
　以上，制定勅令の⑧に至る，①から⑦までの諸案は，大きく4つの段階に整理できる。
第一は①の川本草案の段階，第二は⑤に集約される文部省案の段階，第三は法制局及び閣
議での審査・審議を経て⑦の閣議決定案（＝枢密院下付案）となる段階，そして，第四は
言うまでもなく枢密院での審議を経て⑧となる段階，である。以下，各段階を，運動側の
運きを若干からませながら概括していこう。
　　第1節　川本宇之介の盲唖教育令草案
　まず，「盲聾学校令」の草案を作成したのは，「盲唖教育」を管掌事項とする文部省普通
学務局第四課（＝社会教育課）であり，人物的には直接それを担当していた川本宇之介で
あった。その川本草案をより正確に理解するためには，草案の前提となる彼の教育観につ
いて言及する必要がある。その詳細は拙稿（41｝にゆずるとして，必要最小限の川本の教育観
を簡潔にまとめると次のようになろう。
　「宿屋の女中もデモクラシーを叫び，山間の児童も尚且つサボタージュを語り，農家の雇
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女もストライキを論ずる世の中となった」という時代状況の中で，川本は，「デモクラシー」
を危険照するのではなくて，その功罪を吟味した上で望ましい「デモクラシー」の徹底を
求めていくという立場をとった。それは，言葉を換えれば，「社会的正義」の理念を，政
治，経済，社会，文化等の全社会生活の領域に実現することを意味した。その「社会的正
義」を教育において実現するとは，「教育の機会均等」理念を徹底することだとした。しか
も，二つの方向においてその徹底を考えていた。ひとつは，小学校から大学に至る学校教
育というタテの方向であり，もう一方は，貧困児童教育や特殊児童教育をもその一環に含
み込んだ社会教育というヨコの方向であった。そして，前者を「縦の教育機会均等」，後者
を「横の教育機会均等」と述べ，縦横両方向における教育機会の拡大を最大限保障すると
同時に，公民教育の徹底によって，下からの「デモクラシー」要求を天皇制の枠内で一定
吸収しながら国家的再統合（＝上からの「近代化」による天皇制国家の再編成）を計ろう
としていた。デモクラットであり，かつ本質的には国家主義者であった川本が，デモクラッ
トとして面目躍如たるのは当時ほとんど顧みられることのなかった特殊児童等の被差別者
に教育の機会均等を徹底的に実現しようとしたことにある。川本は言う。①教育界の一部
にみられる授業料の徴収，②貧窮児童，盲・聾児童の不就学状態の放置などは，「正しき社
会的デモクラシーの発展」を「阻害することを甚だしきものであ」り，それらの改善が，
「今日まで充分見るを得なかったのは，……正しき正義平等の観念を酒養し，……真の社
会的正義を実行せしめんとする教育に欠陥があったからである」と。さらに，「主権在民」
は，「我が国家に於ては到底許し得べくもない」としながらも，「貧困者たると不具者たる
とを論ぜず，少なくとも最低限度の教育を受くる権利があり，又，国家社会は，之を施す
義務がある」と述べた。このような思想的文脈の中で，「不就学者絶滅策」が提唱され，そ
の一環として盲唖教育の振興が，次のように主張されていったのである働。
　①「盲唖教育令を発布し，而して之を府県に設立の義務をおわせ，国家がその経費を補
　　序してゆく」こと。
　②そうすることによって盲唖教育を「私立学校に任してある」という「悲しむべき又
　　恥ずべき」実状を打開していくこと。
　③　就学奨励策として「寄宿舎費」「食費其他の補給」「学資の補給」などを法的に規定
　　していくこと。
　④「今日の地方盲唖学校教師の如く，資格は劣等で待遇はわるいやうでは，之を経営さ
　　せる事は自身無理である」ことから，「教員養成機関を完備すること」。
　⑤当面の予算として，「盲唖児のうち約半数入学として一人当五十円補助，二十万円」
　　（大正7年3月末調査で学齢盲唖児童約9，119人で算定），優良なる教員を得るため「盲
　　唖学校師範科に，約四万円」の計24万円の財政措置をすること。
　嘱託の身分とはいえ文部省の教育行政官が，1920年当時にこのような大胆な提案をおこ
なったことは注目に値する。さらに，1921（T．10）年4月には，盲唖教育を含む「特殊児童
保護教育に関する調査」を実施し，それを小冊子（1921．5．5発行）にして（43），省内で盲
唖教育令発布の必要を説いてまわったという（44）。・しかし，実効ある成果をあげるまでには
至らなかった。省内における川本のこのような積極的動きの背景には，川本が，「期成会」
が発足した第7回全国盲唖教育大会（1920．11），帝国盲教育会釈1回総会・第8回全国聾
唖教育大会（1921．7），さらに，「促進会」を発足させた帝国盲教育会臨時総会（1922．4）
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に，文部省諮問案の説明者として参加しており，運動側の動きや要求に比較的明るかった
ことがあげられる。そして，運動側の中に急進的な動き（＝思想の悪化）が生じるに及ん
で，盲唖教育令発布の急務なることを痛感していた。それが，前章でみた1922年6月の内
閣更迭を機として盲唖教育令制定の断行に成功したのである。そして，1922年6月末から
7月にかけて草案作成にとりくみ，7月28日には，「万朝報」「朝刊やまと新聞」等が報じ
ているように成案を脱稿した。それと同時に，文部省大正十二年度予算に盲唖教育改善費
として20万円（30万円とも報じられる）が計上された。この予算要求額は，前述の川本の
当面の財政措置の額とほぼ一致しているが，11月2日の政府予算決定の際には盲唖教育奨
励費11万円とほぼ半減することとなる。そして，1922年10月に川本が文部省在外研究員と
して日本を離れるまでさらなる調査・検討が進められたと考えられる。その草案そのもの
は不明であるが，後に川本がその著作・論文に書き残した草案に関する記述を総合すると，
およそ川本草案は，次のような特徴をもつものであった。
　①盲・聾唖児の就学義務を規定していたこと。
　②盲・聾唖学校の設置義務を明記すると同時に，当分の問代用学校を許すとはしてい
　　なかったこと。
　③　経費の問題では，国庫補助による財政的保障の方途を考えていたこと。
　④学校系統を中等教育段階まで含み込んだ初等科，中等科とし，前者の修業年限を6
　　年，後者のそれを4年乃至5年としたこと。
　⑤比較的等閑視されていた普通教育を重視し，初等科段階での技芸科の安易な兼修を
　　許さないものであったこと。
　では，この川本草案の段階において運動側はどういう影響を及ぼしえたのであろうか。
この点に関わって川本は，次のように述べている。「期成同盟会や盲唖教育関係者の建議又
はその他個人の意見等を見るに，一般にその制度に関する観念が明白を欠き，統一がなかっ
た。たとえば学科は初等科，技芸科の二つに分ち，その修業年限は五年乃至八年といふ如
き意見が多く，且つ依然初等科四，五年頃より技芸科を兼修するといふ考が強く，一般に
旧態に甘んずる傾向強く，その教育に綿密な系統をたてることを考へていなかった様に思
はれた。」㈹と。さらに続けて次のように言う。「本案（＝草案）は当時の実行委員等の建議
や意見より可なり進歩して居り，又小学校令に於て，この学校を小学校の一種と見倣され
ていたのに比して，遙に進歩的であったから，文部省に於てこの草案が採用して貰へるか
どうかを憂へていた」（46）と。このように草案は，運動側の要求をはるかに超えるかたちで制
度化が目指されようとしていた。そうして，1922年10月，その草案と関係資料を伊藤仁吉
参事官に托して，盲・聾唖教育研究のため文部省在外研究員として米国へ渡った。
　　第2節　文部省勅令案の検討
　その川本草案を参考に，伊藤仁吉と社会教育調査室のスタッフが中心になって作成し，
1922年11月下旬に相次いで公表されたのが，第②案（→資料1）と第③案（→資料2）で
ある。この両案は教育評議会に舟町するために作成されたものであったが，川本草案と比
較すると次のような諸点で重要な変化（後退）があった。
　①この段階で早くも草案にあったとされる就学義務の規定がなくなっていること
　②学校設置義務の規定はあっても，代用を認め，5年以内の設置猶予期間を規定した
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　　こと
③経費の問題では，経費のすべてを道府県負担とし，国庫補助への道を閉ざしたこと
　④名称上の変更として，草案の初等科，中等科が，初等部，中等部にそれぞれ変更さ
　　れたこと
　⑤運動側の強い職業教育要求の反映であるが，結局，初等部第五学年より，中等部の
　　技芸に関する学科目を兼修できるとしたこと
　とくに上記①の就学義務規定がなくなったいきさつについて，「期成会」実行委員の森清
克（当時大分県立盲唖学校長）は，論文「盲学校義務制度の確立」（「中央盲人福祉協会会
誌」第4号　1935年11月）の中で，当時の模様を次のように回想している。
　「大正11年11月現盲唖教育令を始めて起草の際に，就学を義務となし，小学校令第33条
　第1項『学齢児童，癒癩白痴又は不具廃疾の為め就学すること能はずと認めたるときは，
　市町村長は監督官庁の許可を受け学齢児童保護者の義務を免除することを得』との条文
　中不具廃疾の下に『盲，聾唖を除く』との文字を挿入するか又は『盲，聾唖児童は此の
　限りにあらず』と更に但し書きを加へられんことを懇請したるに対し，当局は先づ道府
　県に学校設置の義務を負担せしめ，之れが実施と内容の充実を見たる上にて義務制度と
　なすが順序なりとて聞き入れなかった」（pp．11－12）
　さて，この11月下旬案は，翌12月7日の教育評議会に警守され，結局原案通り可決され
た。ただ，この評議会の審議の中で，田所美治が「早速之れが実施を着手し，府県立盲唖
学校設置を五ケ年も猶予すると云ふことは余に寛大過ぐる考ではないか」（47）と発言してい
たことは注目される。
　なお第④案（→資料3）は，原案どおり可決されたため，第③案と同じものとなってい
る。
　そこで文部省は，これら第②③④案をもとに文部省勅令案を完成させ，1923（T．12）年1
月13日に法制局に送付した。それが，第⑤案（→資料4）である。それは，勅令案として
はじめて体裁の整ったものであるが，内容的には第②③④案をそのまま合成したものと
なっている。その勅令案の各規定を簡単にみてみると，同案は，全11条と附則から成り，
第1条（目的），第2条（学校設置義務），第3条（経費負担），第4条（学校の設置廃
止），f第5条（盲・聾唖学校の小学校其他への設置），第6条（盲・聾唖学校の分離設置），
第7条（修業年限，学科），第8条（技芸に関する学科目の兼修），第9条（予科，別科，
研究科及び選科生の設置），第10条（教員の名称，待遇），第11条（授業料の不徴収）を規
定している。そして，資料4によれば，第2条の学校設置義務については，「大体五ケ年の
猶予期間を設け」る意向であるとされた。
　この文部省勅令案が，法制局の審査を終えたとして公表されたのが第⑥案（→資料5）
である。しかし，それは，第③④案と全く同じであり，何等修正がなされていない。故に，
文部省勅令案は，ほとんど無傷のまま1923年6月16日予定の閣議に提出されたものと判断
される。
　　第3節　枢密院における「盲学校及聾唖学校令」案の審議・成立過程
　その閣議で審議され，修正を加えられて閣議決定された勅令案が，1923年6月25日付を
もって枢密院に下付（諮詞）された㈹。その閣議決定案＝枢密院下付案が，第⑦案（→資
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料6）である。その第⑦案と先の第⑤案の文部省勅令案（→資料4）とを比較すると，閣
議においていくつか修正されたことがわかる。下記の諸点が，主に変わった点である。
　①まず，条文数が，11条から10条に減ったこと
　②勅令の名称が，「盲学校並聾唖学校令」から「盲学校及聾唖学校令」に変わったこ
　　と。その変化は，第1条の規定において，「盲学校並聾唖学校は盲人又は聾唖者に」と
　　いう表現が，「盲学校は盲人に聾唖学校は聾唖者に」という表現の変化となってあらわ
　　れた。
　③第1条の目的規定の中に「特に徳性の洒養に力め」という字句が挿入され，普通教
　　育と職業教育という従来の規定に，徳育重視の方向が導入されたこと
　④勅令案と並行して立案されている省令案の整備に伴って，いくつかの条文（例．第
　　5条，第6条，第7条）が，省令（＝「公立私立盲学校及聾唖学校規程」）に移されて
　　いること。とくに勅令案の審議も最終盤の段階に至って，第2条で盲・聾唖学校を原
　　則として道府県に設置を義務づけることが確定的となったため，文部省案の第5条の
　　規定にあった盲・聾唖学校の小学校附設論（小西信八の主張）が勅令レベルから省令
　　の第20条に後退した点が特徴的である。
　⑤学校設置義務の猶予年限規定（5年以内という趣旨）がなくなり，附則において「当
　　分の内」と修正され表現上無期限延期に後退していること
　そのように修正（改悪）された閣議決定案を下付された枢密院は，計2回の審査委員会
（1923．7．12の第1回審査委員会と7．16の第2回審査委員会）を開いて審議した。審査の
結果，二箇所に修正の必要があるという「審査報告」（1923．7．28）をおこなった。その修
正意見は，ともに第1回審査委員会における有松顧問官によるものであった。すなわち，
有松顧問官は，鎌田文相及び説明委員の赤司文部次官，山崎普通学務局長，伊藤文部書記
官らを前に「第一寺中徳性ノ洒養ノ文字アリテ国民道徳ノ文字ナキ理由及府県二於ケル盲
学校聾唖学校設置ノ義務ヲ無期限二延期ヲ許ス規定ヲ設ケタル理由二三キ質問」した。そ
れに対し，「赤司文部次官前間二四ヘテ原案ノ文字ハ国民道徳ヲ含ム趣意ナリト述へ山崎普
通学務局長ハ下問二三ヘテ地方財政ノ負担ヲ顧慮シタル結果ナリト答フ」。この文部当局の
答弁は，結局，枢密顧問官の納得を得られず修正されることとなった。
　その第一の修正（→資料6の第1条の下線部）は，第1条の「特二徳性ノ酒養二力メ」
を削除して，第1条の最後尾を「……目的トシ特出国民道徳ノ酒養二力ムヘキモノトス」
とするものであった。この修正は，久保義三氏が明らかにしているように（49），当時，臨時
教育会議の答申がめざしていた教育勅語理念に基づく徳育重視の方向を貫徹させるべく改
正された一連の流れ，すなわち，大学令における「国家思想ノ洒養」，高等学校令における
「国民道徳ノ充実」，中学校令改正及び高等女学校令改正における「国民道徳ノ養成」といっ
た例にみられるようにこの時期に特徴的にあらわれた修正の流れ，に属するものであった。
久保によれば，従来，政府・文部省は，法治国家の建前から一貫して教育勅令の目的規定
の中に特定の価値観（イデオロギー）を明文化することを意学的に避けてきたといわれる。
政府・文部省側のいう「徳性の酒養」という文言は，小学校令施行規則第二条との関連で
教育勅語の趣旨を含んではいるが，もっと多義性を含んだ一般道徳（人類普遍の道徳）の
教育というニュアンスをもっている。一方，「国民道徳ノ酒養」は，教育勅語の精神そのも
の，天皇制国家の価値体系を意味し，一切の教育の究極目標を律するものである。結局，
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この修正は，政府・文部省が，最も核心的部分において天皇制国家の牙城といわれる枢密
院に屈したことを意味していた。
　第二の修正（→資料6の附則中の下線部）は，「当分ノ内」を，審議の結果「本令施行後
七年後」とするものであった。この点では，政府・文部省が，「徳性ノ繰網」を導入しつつ
も盲・聾唖学校の設置義務を財政難を理由に無期限延期しようと消極的であったのに対し，
枢密院は，むしろ，できるだけ早期に教育勅語の精神に則る教育を，盲・聾唖児にも徹底
していくことの方が得策だと判断し，設置義務の年限を明確していったものと考えられる。
　この上記二つの修正が加えられて，「盲学校及聾唖学校令」案は，1923年8月1日の枢密
院本会議において全会一致で可決成立となった。そして，同年8月27日勅令第375号として
公布され，翌1924年4月1日施行となった。
おわりに
　以上，「盲聾学校令」の成立過程における運動側と政策側の対抗・緊張関係を中心に検討
してきた。その結果明らかとなった事実をふまえて，「上平学校令」成立の意義をどう評価
するのかについて若干の総括をして本研究のまとめとしたい。
　まず，「盲聾学校令」は，大正デモクラシーを背景とする要求運動の高揚が産み出したこ
とは事実である。しかし，運動側は，せっかく下から芽生えはじめた慈善ではない権利と
しての教育（教育の機会均等）という「近代的」教育理念を具現化していく自前の制度改
革構想を十分持ち得るまでの力量形成が不十分であった。しかも，運動側の要求が多少と
も反映しえたのは，文部省案の段階（とくに1922年11月段階）までであり，1923年1月13
日以降の法制局・閣議・枢密院という大詰めの段階では，「教育の勅令主義」の壁に阻まれ
て，その教育要求を反映させていく道が閉ざされていた（50）。その運動側に閉ざされている
ブラックボックスを通過して出てきた時の「盲聾学校令」は，「国民道徳の栄養」という国
家主義的天皇制教育の枠組の中にすっぽりおさまるように修正され，政策側（とくに絶対
主義勢力）の意図が貫徹する形で発布の運びとなった。そのことに運動側がどこまで自覚
的であったかは定かでないが，運動側は，「盲聾学校令」の発布・施行を一応の成果として
受容し，その不十分さを補強する就学義務制実現運動を引き続いて展開していく。そして，
「喪心学校令」の発布後，たしかに盲聾教育の制度的発展はめざましいものがあったが，
その質量両面の発展は，大正デモクラシーといわれる時代が終焉し，昭和のファシズムが
恰平してくる中で，この「国民道徳の滴養」が，本来の威力を発揮していくこととなる。
　このようにみてくると，「盲聾学校令」は，制度上様々な不十分さを持ちながらも運動側
の要求を反映しているという評価は一面的であり，より本質的には，岡本稲丸氏が指摘す
る天皇制国家主義教育の盲聾教育への貫徹という側面に注意を払う必要があるように思わ
れる。今回の研究を通して，筆者自身は，「盲聾学校令」の中に大正デモクラシーの敗北性
を垣間みる思いがしている。それは，ちょうど1925年の普通選挙法の成立が大正デモクラ
シー勝利の側面ではあるが，治安維持法の同時成立によって，より本質的には敗北してい
ることに似ている。しかしながら，「盲聾学校令」成立の歴史的意義をより確定的なものに
していくためには，公布・施行後の展開過程の分析が不可欠である。また，本研究で対象
化した運動側・政策側の双方についても，ここには詳記しないが，さらに解明していかな
ければならない課題が多々あることに気づかされた。その意味で本研究は，筆者にとって
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ささやかな一歩にしかすぎない。
　〈註〉
　（1）安田浩：大正デモクラシー（『日本史を学ぶ　4　近代』所収　有斐閣　1975年）p．227
　（2）三谷太一郎『大正デモクラシー論』（中央公論　1974年）p，8
　（3）筆者は，これまでに「大正デモクラシーと障害児教育」という基本テーマの下，次のような拙稿を
　　発表してきた。
　　①大正デモクラシー期における川本宇之介の公民教育面と特殊教育東京都立大学人文学部教育学
　　　研究室「教育科学研究」第4号　pp．13－22　1985年7月
　　②大正デモクラシー期の文部省社会教育課と特殊教育「教育科学研究」第5号pp．49－651986
　　　年7月
　　③大正デモクラシー期における青木幸四郎の特殊教育観「教育科学研究」第6号pp．12－22
　　　1987年6月
　（4）川本の一連の研究には下記のものがある。
　　〈戦前〉
　　①聾唖教育の過去現在と将来「日本教育」（南郊社）第4巻第5号pp．56－641925年5月
　　②『聾教育概説』（註文館書店）1925年7月とくに「第一黄鉛四章本邦に於ける聾教育の沿革」
　　　（pp．55－66）
　　③『盲教育概論』（信楽会）1928年5月とくに「第八章大正より昭和への盲界概観」（pp．170－192）
　　④『内外盲教育史概要』（書写版）1935年とくに「第十二章本邦盲教育の発達」（pp．185－237）
　　⑤聾唖教育に関する法規の発達（『本邦聾唖教育六十年の回顧』聾唖教育第32号所収）pp．16－38
　　　1935年12月
　　⑥『聾教育学精説』（信楽会）1940年とくに「第二編本邦聾教育史要」（pp．171－177）
　　〈戦後〉
　　⑦盲聾教育義務制実施の回顧と意義「特殊教育」第4号pp．2－71948年8月
　　⑧『盲聾教育八十年史（草案）』（審級版）1958年とくに「第10章盲学校及聾唖学校令の制定と両
　　　学校の急激なる発達」（pp．189－213）
　　⑨盲聾教育八十年史こぼれ話口「特殊教育」第97号1959年3月とくに「第八盲あ教育令発布
　　　に関する言論と運動」（pp．27－28）
　　上記のうち「盲聾学校令」制定をめぐって川本の研究が本格化するのは⑥からである。⑤も詳細では
　　あるがまだ川本自身の記憶にたよるところがあり，史実の確認に不十分さがみられる。この川本の一
　　連の研究成果によって我々後進者は，「盲聾学校令」の制定過程をかなり詳細につかむことができ，ま
　　たさらなる研究の手がかりを得ることができる。
　（5）荒川：①ろう教育面（『教育文化史体系　皿』所収）1955年②聾教育史（『世界教育史体系33障
　　害児教育史』講談社　1974年　所収）とくにpp．141－144
　（6）加藤『盲教育史研究序説』（東峰書房）1972年　とくにpp．37－41
　（7）中野：①盲学校及聾唖学校令の制定（国立教育研究所『日本近代教育百年史　6　学校教育（4）』の
　　「第九編　特殊教育」所収）pp．765－779　1974年　②盲学校及聾唖学校令の制定（荒川・大井・中野
　　共著『日本障害児教育史』福村出版　所収）pp．70－78　1976年
　（8）山田：（連載）養護学校義務制を考える（第2回）「第二章　障害児教育問題のあらわれと障害児教
　　育の公教育化への前進」「みんなのねがい」No　101　pp．74－761978年
　（9）『京都府盲聾教育百年史』（1978年）　とくにpp．92－94及びpp．122－133
　⑩　前掲註（6）p．39
　⑪　前掲註（9）p．132
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（12）『帝国議会衆議院議事速記録　16』（第十四回議会）所収　pp．393－394及びpp．558－559
㈹　丸川仁夫編『日本盲唖教育史』（1929年）pp．113－122参照
q4）前掲註（5）の荒川論文①p．111
⑮　（時事彙報）訓盲教唖令制定「教育時論」第811号　p．30　1907年10月
㈲　（時事彙報）盲唖教育令の行悩「教育時論」第857号　1909年2月
（17）（雑録）特殊教育調査会「児童研究」第15巻第4号　p．124　1911年11月
　この調査会は，正式名を，「盲唖其他特殊児童教育取調委員会」といい，次のような「会議規則」を規
　程していた。
　「第一条　委員会ハ委員長之レヲ召集ス
　　第二条会議ハ委員二分一以上出席スルニアラザレバ之レヲ開ク事ヲ得ズ
　　第三条　会議ノ議事ハ出席委員ノ過半数ニヨリ之レヲ決ス可否同数ナルトキハ議長ノ決スル庭ニヨ
　　　　　　ル」
　そして，「調査事項」としては，次の事項をかかげていた。
　「一．盲唖其他特殊児童二関シ最モ適切ナル施設二教育ノ方法等ヲ調査スルコト
　　ニ．前項ノ調査相先ヅ盲唖児童ヨリ七二着手シ漸次低能白痴的野其他特殊児童二及ボスベキコト
　　三．本邦及欧米諸国山裾ケル盲唖其他ノ特殊児童教育二関シ調査スルコト
　　四．盲唖其他特殊児童二関シ文部省二提出セル建議及意見等ハ諮問に応ジ之ヲ調査スルコト
　　五．前各項ノ外孤児不良児其他不就学児童ノ教育二関シ便宜之ヲ調査スルコト」
　しかしながら，この調査会の具体的活動とその成果がどういうものであったかほとんど不明である。
　今後とも調査していきたい。
㈹　全国盲唖教育会「帝国教育」第349号　pp．78－811911年8月
⑲　我国盲唖教育の趨勢「帝国盲教育」第2巻第4号　p．182　1923年2月
（2①　（時事彙報）盲唖教育現状調査「教育時論」第967号　p．21　1912年2月
（2D　（時事彙報）盲唖教育案成る「教育時論」第1005号　p．30　1913年3月
（22）加藤康昭：日本の障害児教育における「統合」の思想（『世界教育史大系　33障害児教育史』所収
　講談社　1974年）に詳しい。
㈱　『大日本帝国議会制　第11巻』（第40～42回帝国議会）pp．412～413及びp．1304　1929年発行
（2φ　日本聾唖協会史に関しては下記のものによった。
　①　日本聾唖協会起源並沿革「聾唖界」第30号　pp．25－26　1924年7月
　②社団法人日本聾唖協会創立二十五年史「聾唖界」第90・91合亭号pp．97－1221940年6月
㈱　小西信八：反省　「聾唖界」第22号　p．1　1920年12月
㈱　「聾唖界」第24号　p．47　1922年6月
（27）小西信八：盲唖の教育は慈善に非ず「帝国教育」第436号　p．6　1918年11月
⑳　小西信八：反省「聾唖界」第22号　p．2　1920年12月
㈲　同上
（3⑦　「聾唖界」第24号　p．2　1922年6月
⑳　第七回全国盲人大会に関しては，下記の見出しの新聞記事に依った。
　①全国の盲人団けふ大運動一急先鋒の足利から宣伝ビラを携へて，明日は示威行列一「東京朝日
　　新聞」1922．2．17付
　②旗まで立って盲人団の入京一出迎と手探りの握手，自動車からビラ撒き一「東京朝日新聞」
　　1922．2．18付
　③『点字投票を認めよ』盲人大会で可決「東京朝日新聞」1922．2．19付
　④今日から三日間神田三崎会館で全国盲人大会開催「都新聞」1922．2．18付
⑤文相と内相に直接談判せよとの緊急動議が，混乱の渦を巻起した「都新聞」1922．2．19付
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G2）社会教育調査室：盲唖教育の過去並に現在に就て（上）「社会と教化」第3巻第2号　p．75　1923年
　2月
㈲　前掲註（32）に同じ
（鋤　全国盲人文化大会に関しては，下記の見出しの「大阪毎日新聞」記事に依った。
　①盲人大会は愈明日（1923．3．27付），②本社後援盲人文化大会（第一日）二人の女盲人も交って一各
　地代表者会議一（1922．3．27付夕刊），③本社後援盲人文化大会（第二日）真に画期的の光景一淡
　紅のバラを胸に飾る千五百の来会者一（1922．3．28付夕刊），④花形の斉藤女史が総盲人の代表演説
　（1922．3．29付）
㈲　（時事）盲人文化運動開始「教育時論」第1257号　pp．14－15　1920年3月
（36）斉藤ゆり子＝斉藤百合に関しては，粟津キヨ著『光に向って咲け一斉藤百合の生涯一』（岩波新
　書）1986年に詳しい。
（3の前掲註（4）の論文⑨p．28
㈹　前掲註（4）の論文⑥p．173
㈲　期成会其後の活動「帝国盲教育」第2巻第2号　p．611922年7月
㈹　盲唖教育令制定「朝刊やまと新聞」1922．7．28付　2面
ω　前掲註（3）の拙稿①②を参照
ω　川本宇之介：不就学者絶滅策と其の準備「帝国教育」第459号　pp．32－45　1920年10月
㈲　浅野成俊：精神薄弱者教養の沿革「教育学術界」第54巻第3号　p．93　1926年12月
＠4）前掲註（4）の論文⑥p．173
㈲　前掲註（4）の論文⑤p．21
㈲　同上　p．21－22
㈲　前掲註⑲p．183
㈹　枢密院における「盲学校及聾唖学校令」の審議・成立過程に関する資料は次のものに依った。
　①枢密院文書『大正十二年下付案』，②枢密院文書『大正十二年委員会録』，③枢密院文書『審査報告
　大正十二年』，④『枢密院会議筆記』（国立公文書館所蔵）
＠9）久保義三『天皇制国家の教育政策一その形成過程と枢密院一』（勤草書房　1979年）　とくに「第
　2章　天皇制教育の再編成と枢密院」
（5①　「帝国盲教育」第2巻第4号（1923．2＞に掲載されている「盲唖教育令発布期成会同促進会報告　其
　二」（pp．173－177）は，1923．1．15の法制局への陳情を記録して終っている。
　（付記）
　本稿は，日本教育学会第46回大会（1987年8月　於・大東文化大学）において当日配布
した発表資料を，改題して若干修正加筆したものである。とくに本稿をまとめるにあたっ
ては，筆者が在京中に所属していた障害児教育史研究会の月例会において加藤康昭氏（茨
城大学）が「盲学校及聾唖学校令」に関しておこなった2回の報告（1983．6．27の第12回
例会と1985．6．2の第33回例会）に多くの示唆を与えられていることをここに記し，深く
感謝する次第です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1989．4．5記）
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（資料1～6）　「盲学校及聾唖学校令」諸案
〈資料1＞
盲唖教育改善一一盲唖学校令制定一
　　　　　　　　　　　　　　　〔「東京朝日新聞」1922（T．11）年11月22日付　3面〕
「我国盲唖教育に関する制令は遠く学制頒布当時廃人学校なる名の下に多少の規定あった
のを初めとするが，爾来文部省令或は小学校令施行規下等に二三規定あるを見るのみで未
だ纒まりたるものなく，只明治四十二年東京盲唖学校が出来，翌年東京聾唖学校が設置せ
られ盲唖者に対する其教育に従事もの及び須要なる技芸を避くる事を定めたが，其他の公
私立学校に関しては制定する所がなかった。然るに今や漸次学校数も増加し収容生徒も漸
増の状態で大正十年に於ては学校七十九校，生徒数も四千二百五十余人の多きに至って居
るので文部省に於ては此際盲唖学校に関する統一的規則を設けて其設備を完全にし出来得
べくんば各道府県に一個以上の学校を設置して従来の慈善的色彩に立つ学校を捨て国家的
施設に出んとの計画を立てて居る。既に其予算も盲唖教育費補助として大蔵省の査定を得
て居るから議会通過次第其実施を見る事であろうが，是に対する盲唖学校令も既に脱稿し
て居るから近く教育評議会に附議の上施行の運びに至る事であろう。尚文部省案たる盲唖
教育令は左の通りである。
盲学校並に聾唖学校令
第一条　盲学校並に聾唖学校は盲人又は聾唖者に普通教育を授け兼て其生活に必要なる特
　　　　殊の知識技能を得せしむるを目的とす
第二条　北海道及び府県に於ては一箇以上の盲学校並に聾唖学校を設置すべし
　　　　特別の事情あるときは，地方長官は文部大臣の認可を受け当分の内道府県立意外
　　　　の公立又は私立盲学校若くは聾唖学校を前項の盲学校又は聾唖学校に代用するこ
　　　　とを得
第三条　前条第一項に依り設置する盲学校並に聾唖学校の経費は北海道地方費及府県の負
　　　　担とす
第四条　市町村，市町村学校組合及び町村学校組合は，土地の情況に依り須要にして其区
　　　　域内小学教育施設上妨なき場合に限り，盲学校並に聾唖学校を設置することを平
野五条　盲学校並に聾唖学校は小学校其の他の学校に併設することを得
第六条　私人は本四の規定に依り盲学校並に聾唖学校を設置することを得」
40 平　　田　　勝　　政
〈資料2＞
盲唖教育諮問 〔「東京朝日新聞」1922（T．11）年11月26日付　3面〕
「十二月八日の教育評議会に附議すべき文部省諮問事項は，次の盲唖教育に関するもので
ある。
盲唖教育に関する制度要項
一．北海道府県に一個以上の盲学校及聾唖学校を設置せしむること，但し当分の内界の公
　　平骨は私立の学校を代用することを得しめ，尚五年以内其の設置を猶予するを得る事
一．市町村，市町村学校組合，町村学校組合及之に準ずべき公共団体並に私人は盲学校，
　　聾唖学校を設置するを得る事
一．盲学校，聾唖学校の組織は，左の標準に依る事
　盲学校
初等部は，六歳以上の者を入学せしめ其の修業年限は六年を常例とする事
中等部は，普通科，音楽科，鍼按科等に分ち，初等部を修了したる者又は之に準ずべ
き者を入学せしめ其の修業年限は四箇年を常例とすること，但し初等部より中等部の
技芸に関する学科目を兼修せしむるを得るも此の場合に於ては凡そ初等部第五学年よ
りするを常例とする事
　　聾唖学校
　初等部は，六歳以上の者を入学せして其の修業年限は六年を常例とする事
　中等部は，普通科，図画科，裁縫科，工芸下等に分ち，初等部を修了したる丁丁は之
　に準ずべき者を入学せしめ其の修業年限は五年を常例とすること，但し初等部より中
　野冊の技芸に関する学科目を兼修せしむるを得るも此の場合に於ては凡そ初等部第五
　学年よりするを常例とする事
．盲学校，聾唖学校には必要に応じ予科，別科，研究科等を設け又選科生を置くを得る
　事
．初等部又は中等部のみを置く学校を認むる事
．教員の名称，待遇は初等部に在りては小学校，中等部に在りては中等学校に準ずる事
．公立学校に在りては初等部は授業料を徴収するを得ざる事
．盲学校及聾唖学校は別個の学校とするを本体とするも野生及聾唖生を収容する学校を
　も当分の内之を認むる事」
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〈資料3＞
盲唖教育制度諮問案一教育評議会可決，不日勅令で公布一
　　　　　　　　　　　　　　　〔「東京朝日新聞」1922（T．11）年12月8日付　3面〕
「教育評議会は七日午後一時から永田町文相官邸に開催
林会長以下委員二十八名出席（寺野，西野，堀田，平沼，福原各委員欠席）鎌田文相，赤
司次官，山崎普通学務局長臨席
　林会長開会を宣し委員の異動を報告したる後会長就任の挨拶あり，終って議事に入り鎌
田文相別項の如く盲唖教育に関する諮詞華に就き提出理由を説明し，山崎局長之れに補足
する所あって質問に入り，全般に及び各項の質疑応答を終へ，次で審議討論に移ったが採
決の結果満場一致を以て原案通り可決確定し，同五時散会した。尚文部省に於ては幹事の
手許で右要項を整理，条文を作成し，法制局に廻国し，不日勅令として公布の筈である。
　諮詞案要項左の通り
別記要項に依り盲唖教育に関する制度を断定せんとす，右貴会に諮尽す
記
．北海道府県に一箇以上の盲学校及聾唖学校を設置せしむること，但し当分の内他の公
　立明は私立の学校を代用することを得しめ，尚五年以内其設置を猶予するを得ること
．市町村，市町村学校組合，町村学校組合及之に準ずべき公共団体並私人は盲学校，聾
　唖学校を設置するを得ること
．盲学校，聾唖学校の組織は左の標準に依る
　　盲学校
　初等部は，六歳以上の者を入学せしめ其の修業年限は六年を常例とすること
　中等部は，普通科，音楽科，鍼按科等に分ち初等部を修了したる者又は之に準ずべき
　者を入学せしめ其の修業年限は四年を常例とすること，但し初等部より中等部の技芸
　に関する学科目を兼修せしむるを得るも此の場合に於ては凡そ初等部第五学年よりす
　常例とすること
　　聾唖学校
　初等部は，六歳以上の者を入学せしめ其の修業年限は六年を常例とすること
　中等部は，普通科，図画科，裁縫科，工芸等等に分ち初等部を修了したる者又は之に
　準ずべき者を入学せしめ其の修業年限は五年を常例とすること，但し初等部より中等
　部の技芸に関する学科目を兼修せしむるを得るも此の場合に充ては凡そ初等部第五学
　年よりするを常例とすること
．盲学校，聾唖学校には必要に応じ予科，別科，研究科等設け又選科生を置くを得ること
．初等部又は中等部のみを置く学校を認むること
．教員の名称，待遇は初等部に在りては小学校，中等部に在りては中等学校に準ずること
．公立学校に在りては初等部は授業料を徴収するを得ざること
．盲学校及聾唖学校は別個の学校とするを本体とするも盲生及聾唖生を収容する学校を
　も当分の内之を認むること
　理由
盲唖教育に関しては従来特に法令の制定せられたるものなかりしも時勢の進運に伴ひ之
れが制度を確立し学校の組織内容を整備し斯教育の発達を図るの必要あり」
42 ，平　　田　　勝　　政一
〈資料4＞
盲唖教育の奨励一学校令を改正して一府県に一校以上一
　　　　　　　　　　　　　　　　　〔「読売新聞」1923（T．12）年1月15日付　3面〕
「文部省では大正十二年度予算中に盲唖教育奨励に関する経費十一万円を計上し，同時に
盲学校並に聾唖学校令制定の必要を認め本題教育評議会に対し盲唖教育に関する事項を諮
詞し，満場一致の可決を経たので是等の要旨に基き且つ数年前の立案を参考とし同法令の
立案中であったが今回いよいよ一の成案を得たので十三日之を法制局に送付したが，其全
文は左の如くである。
盲学校並聾唖学校令
第一条　盲学校並聾唖学校は盲人又は聾唖者に普通教育を授け兼て其の生活に必要なる特
　　　　殊の知識技能を得さしむるを以て目的とす
第二条　北海道及府県に託ては土地の情況により一個以上の盲学校及聾唖学校を設置すべし
　　　　特別の事情あるときは地方長官は文部大臣の認可を受け当分の内道府県立以外の
　　　　公立又は私立盲学校若は聾唖学校を以て前項の盲学校又は聾唖学校に代用するこ
　　　　とを得
第三条　前条第一項に依り設置する盲学校並に聾唖学校の経費は北海道地方費及府県の負
　　　　担とす
第四条　市町村，市町村学校組合，町村学校組合及之に準ずべき公共団体並に私人は盲学
　　　　抗血聾唖学校を設置することを得
　　　　盲学校並聾唖学校の設置廃止は文部大臣の認可を旧くべし
　　　　盲学校並聾唖学校の設置廃止に関する規則は文部大臣之を定む
第五条　盲学校並聾唖学校は小学校其他の学校に設置することを得
　　　　前項の場合に於ては設立者に於て文部大臣の認可を受くべし
第六条　盲学校及聾唖学校は各別に設置すべし
　　　　特別の事情ある時は設立者に湿て文部大臣の認可を受け当分の内盲学校及聾唖学
　　　　校を併置することを幽
門七条　盲学校及聾唖学校初等部は満六歳以上の者を入学せしめ其修業年限を六ケ年とす
　　　　盲学校中等部は普通科，音楽科，漏話科等とし初等科を修了したるもの又は之に
　　　　準ずべきものを入学せしめ其修業年限を四ケ年とす
　　　　聾唖学校中等部は普通科，図画科，裁縫科，工芸科等とし初等科を修了したるも
　　　　の又は之に準ずべきものを入学せして其修業年限を五ケ年とす
　　　　盲学校及聾唖学校は中等部のみを置くことを得
平八条　初等部第五学年より中等部の技芸に関する学科目を兼修せしむることを得
第九条　盲学校及聾唖学校には必要に応じ予科，別科，研究科を置き又選科生を置くことを得
　　　　予科，別科，研究科及選科生に関する規程は文部大臣之を定む
第十条　盲学校並聾唖学校の教員の名称待遇は初等部にありては小学校，中等部にありて
　　　　は中等学校に準ず
第十一条　盲学校並聾唖学校初等部に於ては授業料を徴収することを得ず
　　　　中等部其他に於て授業料を徴収せんとする時は公立学校に於ては地方長官に於て
　　　　私立学校に於ては設立者に於て文部大臣の認可を響くべし
　附則　本令は公布の日より施行す
文部省では前記勅令の外別に省令として施行細則をも立案して居るが，右は同令中，
　一．学校の設置廃止に関する事項　一．予科，別科，選科生に関する事項
　一．小学校其他に設置の場合に関する事項　一．授業料に関する事項
等を網羅して居る。なほ，第：二条による道府県一校以上設置に関しては大体五ケ年の猶予
期間を設け，右は別に通牒によって指示する筈で，此点内務大蔵両省とも打合せを了した」
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〈資料5＞
盲唖教育勅令案一一省令も近く公布されん一
　　　　　　　　　　　　　　　〔「東京朝日新聞」1923（T．12）年6月16日付　3面〕
「文部省は盲唖教育に関する勅令案の制定を了し，法制局の審査を経たるを以て，愈々十
六日の閣議に附議，決定の上，直に枢密院に廻付する段取となって居るが閣議の議事の都
合上次回に廻すかも知れぬ。該法令制定と相傘って盲学校及び聾唖学校規程を新たに制定
の上省令として公布を見る筈にて従来小学校令に依れるものを今回は独立の学校令と改め
初等部及び中等部に於ける教員の名称，教員の官等待遇並びに俸給令の改正を見る筈で該
規程省令案は近く文部省参事官会議に附議し，本月下旬迄には決定の予定である。
勅令案要旨
．北海道各府県に一箇以上の盲学校，聾唖学校を設置せしむる事，但当分の内他の公立
　又は私立の学校を代用する事を得，尚ほ五年以内其の設置を猶予することを得
．市町村，市町村学校組合，町村学校組合及び之に準ずべき公共団体並に私人は盲学校，
　聾唖学校を設置することを得
　ω　盲学校
　初等部は，六歳以上の者を入学せしめ其修業年限は六年を常例とす
　中等部は，普通科，音楽科，鍼特科に分ち，初等部を修了したる者又は之に準ずべき
　者を入学せしめ其修業年限は四年を常例とし初等部より中等部の技芸に関する学科目
　を兼修せしむるを得るも此場合に於ては凡そ初等部下五学年よりするを常例とす
　（ロ）聾唖学校
　初等部は，六歳以上の者を入学せしめ其修業年限は六年を常例とす
　中等部は，普通科，図画科，裁縫科，工芸科に分ち，初等部を修了したる者又は之に
　準ずべき者を入学せしめ其修業年限は五年を常例とす，初等部より中等部の技芸に関
　する学科目を兼修せしむるを得るも此場合に於ては凡そ初等部第五学年よりするを常
　例とす
．盲学校，聾唖学校には必要に応じ予科，別科，研究科等を設け又選科生を置くことを
　得
．初等部又は中等部のみを置く学校を認むる事
．教員の名称，待遇は初等部に於ては小学校（訓導），中等部に調ては中等学校（教諭，
　助教諭）に準ずること
．公立学校に在ては初等部は授業料を徴収するを得ず
．盲学校及び聾唖学校は別個の学校とするを本体とす，当分の内聞生及び聾唖生を収容
　する学校をも之を認む」
44 平　　田　　勝　　政
〈資料6＞
枢密院文書『大正十二年度御下付案』（大正十三年一月編成）
第百八十三
盲学校及聾唖学校令
右謹テ上奏シ恭シク
聖裁ヲ仰キ併セテ枢密院ノ議二付セラレムコトヲ請フ
　　　　　　　　　　　　　大正十二年六月二十五日
　　　　　　　　　　　　　　　　内閣総理大臣男爵　加藤友三郎　印
勅令第　　　号
盲学校及聾唖学校令
第一条　盲学校ハ盲人二聾唖学校ハ聾唖二二普通教育ヲ施シ三二徳性ノ酒養二力メ其ノ生
　　　　活二須要ナル特殊ノ知識技能ヲ授クルヲ以テ目的トス
第二条　北海道及府県二三テハ盲学校及聾唖学校ヲ設置スヘシ
第三条　前条ノ盲学校及聾唖学校ノ経費ハ北海道地方費又ハ府県ノ負担トス
第四条　市町村，市町村学校組合及町村学校組合ハ盲学校及聾唖学校ヲ設置スルコトヲ得
第五条　私人ハ本令二依リ盲学校及聾唖学校ヲ設置スルコトヲ得
平六条　公立又ハ私立ノ盲学校及聾唖学校ノ設置廃止ハ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ
第七条　盲学校及聾唖学校二会警部及中等部ヲ置ク但シ土地ノ情況二依リ必要アル場合二
　　　　於テハ初等部又ハ中等部ノミヲ置クコトヲ得
　　　　盲学校及聾唖学校二予科，研究科及別科ヲ置クコトヲ得
平八条　官立ノ盲学校及聾唖学校ノ修業年限，入学資格，学科，学科目及其ノ程度並予科，
　　　　研究科及別科二関スル規程ハ文部大臣之ヲ定ム
　　　　公立又ハ私立ノ盲学校及聾唖学校ノ設置廃止，修業年限，入学資格，学科，学科
　　　　目及其ノ程度，予科，研究科，別科，教員資格，編制並設備二関スル規程ハ文部
　　　　大臣之ヲ定ム
第九条　公立又ハ盲学校及聾唖学校ノ教科書ハ学校長二野テ地方長官ノ認可ヲ経テ之ヲ定
　　　　ム
第十条　公立ノ盲学校及聾唖学校ノ初等部及其ノ予科二在リテハ授業料入学料等ヲ徴収ス
　　　　ルコトヲ得ス
　　　　前項二規定スル場合ヲ除クノ外盲学校及聾唖学校二於テ授業料入学料等ヲ徴収セ
　　　　ムトスルトキハ公立学校二在リテハ地方長官二三テ，私立学校二在リテハ設立者
　　　　二於テ文部大臣ノ認可ヲ経テ其ノ額ヲ定ムヘシ
　附則
本直ハ大正十三年四月一日ヨリ之ヲ施行ス
北海道及府県二品テ特別ノ事情アルトキハ文部大臣ノ認可ヲ受ケ当分ノ内道府県立以外ノ
公立又ハ私立ノ盲学校又ハ聾唖学校ヲ以テ第二条ノ盲学校又ハ聾唖学校二代用スルコトヲ得
前項二規定スル代用ヲ為スコト能ハサルトキハ文部大臣ノ認可ヲ受ケ当分ノ内第二条ノ盲
学校又ハ聾唖学校ノ設置ヲ延期スルコトヲ得
当分ノ内盲学校ノ学科ト聾唖学校ノ学科トヲ併置スル学校ヲ設クルコトヲ得
前項ノ学校ハ之ヲ盲学校及聾唖学校ト看倣ス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成元年4月5日　受理）
